
第6次鳥栖市総合計画後期基本計画における財政見通し 

（平成２９年度～平成３２年度） 

 

【１ 財政見通し策定の背景】 

  本市の今後の財政状況は、人口の伸びなどによる市税の伸びはあるものの、不透明な景気の動向等を踏まえると市税の大幅な増収は見込めず、

子育て支援経費等の扶助費の増加、老朽化している公共施設の改修経費の確保、今後控える大型事業等課題は山積し、厳しい状況が予想される。 

 

【２ 財政見通し策定の目的】 

  健全な財政運営を維持することを前提として、本市を運営するにあたっての最上位計画である「第６次鳥栖市総合計画後期基本計画」に掲げる

各種施策を実施する上で主要事業の事業費を把握するために策定する。 

 

【３ 財政見通しの基本的な考え方】 

  期間は第６次鳥栖市総合計画後期基本計画と同様に平成３２年度までとし、社会情勢や決算状況等を踏まえ、毎年見直しを行っていく。また、

今後の社会経済情勢等の変化によっては、事業実施年度、各年度事業費、財源構成などが変更となる場合がある。よって、各年度編成される予算

とは必ずしも合致するものではない。 

 

【４ 財政見通しの推計】 

  推計上の前提条件として行財政制度等の現行制度が改正されないこととする。 

  平成２９年度については当初予算額を記載している。 

 １）歳入の推計 

  ①市税    ：過去の決算額推移や今日の社会経済情勢下における影響等を踏まえて推計 

  ②国・県支出金：扶助費等関係分については、歳出の伸びから推計し、普通建設事業分については、歳出額に基づき推計 

  ③市債    ：普通建設事業分については、歳出額に基づき推計 

  ④その他   ：過去の決算額の推移等に基づき推計 

 ２）歳出の推計 

  ①普通建設事業費：平成３０年度以降については、過去3年（平成25、26、27年度）の決算額の平均 

  ②その他    ：過去の決算額の推移等に基づき推計 



（歳入） 〔単位：百万円〕

予算額 構成比 伸率 計画額 構成比 伸率 計画額 構成比 伸率 計画額 構成比 伸率

市 税 12,194 52.3 12,133 50.5 △ 0.5 12,182 51.3 0.4 12,228 51.1 0.4

諸 税 等 1,583 6.8 1,583 6.6 0.0 1,583 6.7 0.0 1,583 6.6 0.0

地 方 交 付 税 750 3.2 880 3.7 17.3 790 3.3 △ 10.2 750 3.1 △ 5.1

国 庫 支 出 金 3,609 15.5 3,712 15.4 2.9 3,773 15.9 1.6 3,838 16.0 1.7

県 支 出 金 1,935 8.3 1,895 7.9 △ 2.1 1,894 8.0 △ 0.1 1,871 7.8 △ 1.2

繰 入 金 543 2.3 690 2.9 27.1 487 2.1 △ 29.4 554 2.3 13.8

市 債 1,060 4.5 1,510 6.3 42.5 1,415 6.0 △ 6.3 1,481 6.2 4.7

そ の 他 1,624 7.0 1,624 6.8 0.0 1,624 6.8 0.0 1,624 6.8 0.0

歳 入 合 計 23,298 100.0 24,027 100.0 3.1 23,748 100.0 △ 1.2 23,929 100.0 0.8

（歳出） 〔単位：百万円〕

予算額 構成比 伸率 計画額 構成比 伸率 計画額 構成比 伸率 計画額 構成比 伸率

人 件 費 3,273 14.0 3,330 13.9 1.7 3,325 14.0 △ 0.2 3,423 14.3 2.9

扶 助 費 6,513 28.0 6,785 28.2 4.2 6,884 29.0 1.5 6,976 29.2 1.3

公 債 費 1,936 8.3 1,943 8.1 0.4 1,830 7.7 △ 5.8 1,772 7.4 △ 3.2

物 件 費 2,952 12.7 2,930 12.2 △ 0.7 3,006 12.7 2.6 2,919 12.2 △ 2.9

補 助 費 等 3,299 14.2 3,196 13.3 △ 3.1 2,910 12.3 △ 8.9 3,036 12.7 4.3

繰 出 金 2,268 9.7 2,304 9.6 1.6 2,254 9.5 △ 2.2 2,264 9.5 0.4

普 通 建 設 事 業 費 等 2,018 8.7 2,500 10.4 23.9 2,500 10.5 0.0 2,500 10.4 0.0

そ の 他 1,039 4.5 1,039 4.3 0.0 1,039 4.4 0.0 1,039 4.3 0.0

歳 出 合 計 23,298 100.0 24,027 100.0 3.1 23,748 100.0 △ 1.2 23,929 100.0 0.8

財 政 見 通 し（歳 入・歳 出）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

※普通建設事業費等には、普通建設事業費、災害復旧費が含まれる。
※その他には、維持補修費、積立金、投資及び出資金・貸付金、予備費が含まれる。

※諸税等には、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得
税交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金が含まれる。
※その他には、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰越金、諸収入が含まれる。

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度



〔単位：百万円〕 〔単位：百万円〕

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費

道路維持・舗装事業 225 225 225 225 ごみ減量化・リサイクル対策事業 110 110 110 110

道路新設改良事業（田代大官町・萱方線、轟木・衛生処理場線） 142 361 350 315 鳥栖・三養基西部環境施設組合負担金 1,167 1,038 754 883

橋梁長寿命化事業 99 101 100 100 高齢者福祉乗車券助成事業 8 9 9 9

鳥栖駅周辺整備事業 10 地方バス路線維持補助事業 48 48 48 48

市営住宅ストック改善事業 1 29 66 28 空き家等対策事業 1

消火栓設置・修繕事業 9 9 9 9 消費生活センター事業 7 7 7 7

下水道事業会計繰出金 590 559 493 534 鳥栖・三養基地区消防事務組合負担金 660 660 660 660

私立保育所等施設整備補助金 516 障害者自立支援給付事業 1,100 1,166 1,236 1,298

地域支援事業 63 63 63 63

小中学校施設大規模改造等事業 21 介護保険事業（鳥栖地区広域市町村圏組合負担金） 667 676 683 690

（仮称）健康スポーツセンター整備事業 ― 子どもの医療費助成事業 234 234 234 234

施設型等給付費（私立保育所等運営費負担金） 1,500 1,646 1,646 1,646

経営体育成基盤整備事業 ― 母子保健事業 93 93 93 93

新産業集積エリア整備事業（一般会計からの繰出金） 10 24 33 38 がん検診事業 44 44 44 44

国民健康保険特別会計繰出金 644 644 644 644

土地開発公社用地の計画的買戻し 200 226 200 200

し尿等下水道投入施設整備事業 ― 特別支援学級等生活指導補助員配置事業 37 37 37 37

庁舎整備事業 21 教科「日本語」推進事業 ― 3 ― 7

放課後児童健全育成事業 72 72 72 72

地域交流推進事業 6 6 6 6

担い手育成事業 39

企業立地奨励金事業 35 53 75 68

ふるさと・しごと創生事業 8 8 8 8

地域づくり推進事業（まちづくり一括補助金） 8 8 8 8

まちづくり推進センター運営事業 103 103 103 103

基幹系情報システム管理運営事業 183 183 183 183

基本目標1. 自然と共生を図り、快適な生活を支えるまち 基本目標1. 自然と共生を図り、快適な生活を支えるまち

財 政 見 通 し（事 業 別）

事　業　名 事　業　名

（ハード事業） （ソフト事業）

事業計画採択後に記載

鳥栖駅周辺まちづくり基本計画策定後に記載

基本目標2. 安全で安心して暮らせるまち基本目標2. 安全で安心して暮らせるまち

空き家等対策計画策定後に記載

基本目標3. 共に認め合い、支え合う、温かみと安心感のあるまち基本目標3. 共に認め合い、支え合う、温かみと安心感のあるまち

子ども・子育て支援事業計画に基づき記載

基本目標4. 学ぶ意欲と豊かなこころを育むまち

実施設計後に記載

実施時期等の確定後に記載

基本目標5. 活力とにぎわい、豊かな暮らしを支えるまち

基本目標6. 市民の視点に立った行政運営を行うまち

基本目標6. 市民の視点に立った行政運営を行うまち

基本目標4. 学ぶ意欲と豊かなこころを育むまち

事業認定後に記載

基本計画策定後に記載

基本目標5. 活力とにぎわい、豊かな暮らしを支えるまち

事業計画申請に基づき記載


